
闘二：二，：言：］］l二言。で：：
べきは，本年ll月の大統領選格を控えて，増税

をメインに据えつつ財政赤字を今後10年間で 3

兆ドル（約450兆lIl)削減する l1標を掲げたこ

とだ。国民負担崩を避けようと詭弁をJ1：してい

るJやlll政権と比べ，！！オ源を提ぷしつつIl:よ．面から

政策を訴える姿は，どこかすがすがしく感じる。

さて予符教tirでは， 111・：年から実施に移されて

いるn社株買い戻し課税（以ド「自社株買い

課税」という）の税率を 1

％から 4％へとりl.l^．げるこ

とがうたわれているt)今llll

はこの税制について考えて

みたい。

この税制は． 2022年に成

ヽ` ＇！：したインフレ抑制法

(Inflation Reduction Act, 

以 1...., 「IRA」としヽ う） に

J店づくものである o IRA 

は， lil] こう 10年 1lil で，il•7,37()

1慈ド）レ（約111兆1.ll)の財

源を確保して．エネルギー

安令保防・気候変動対策の

ための3,690低ドル（約55
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兆円）の投賢を1iいつつ．

3.0001意、ドル（約45兆円）以lこの財政赤』が削減

をl」指す野心的な内容となっている。エネルギ

ー安全保l旅・気候変動に関連して．税額控除を

受けるための賃金要件（同種の実勢貨金を下lnl

らない貨金が支払われていること）や国内Itこ，J栢

要件（最終糾立が北米で行われることなど）が

盛り込まれた保護lー：．義的な内容で，欧朴l諸国や

わかlitl企業が対応に追われている。

財源には， 15％の最低法人税の導人による

2,2201紅ドル(10年間で約33兆円）に加えて I:'l

社株買 Vヽ 課税74()似ドル(|il約11兆円）が入っ

ており， 2023年 l)]から実施されている。内容

は，ー上場企業がl:l社株を買い戻す際時価の 1

％に課税するというもので．従業員向け福利原

Itll(Iりのものなどは適｝廿除外となる。バイデン

政権発足当初見込んだ法人税増税が．与党内の
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抵抗に合い代枠財源として浮J：した経緯がある。

この税制の趣旨をホワイトハウスは，「貨裕

J&iと大企業に［airshare of taxを払わせること」

と．「利益遠元のあり｝iとして lk-1社株買いより

貨上げや再投狩の促進に誘祁したいこと」と説

明してしヽ る。 1：院財政委員長（民．t．党）のワイ

デン議ilは，「ll：大企業は共和党が祁入した減

税による利益を大規校なl1社株買いを通じて

砧~裕附の投資家や経‘許者に報いた。この税制に

より．企業は株価を押し1．．げて投賢家らを裕福

にするよりも従業員への投

第 fftを促進することになる」

206 と説明し，tt‘料の旅を）~,E
IIII 

するための税制と位慨づけ

腐
ている，：）

税制特．打の議論として
0) 

は， I＇1 社株買しヽは株価を 1••

打且
外させるがその譲渡益は

課税まで繰り延べることが

し‘
IIj能で， H凸と比ベイi利な

I 
税制になっていること． さ

らには．株式譲渡益は外国

株iミには米国で課税されな

い（屈住地諜税）ことなど
る

も指摘されているQ

自社株買いには多くのメ

リットがあるt)企業にとっては，余剰賢金が一ー→

時的に＇t.じた場合の機動的・弾）J的な利益処分

である。またl'1社株買いによりrli場にll-ilIllる株

式数が減少し，支払配％額を減らすことができ，

買い戻した株式を従業員に報酬として与えるこ

ともできる。株i：．も， 自社株買いで還Jじされた

質金を再投狩できる｀ので，経済全体に利益か波

及する（）メリットの多い自社株買いを抑制する

ことは株備liの下浴を招くとウォール街は反発し

ていか党派対ゞ［．の象徴といえる税制で， トラ

ンプ大統領が誕牛し議会も共和党になると廃Il•^

のiij能f生もぷliV、(9

わが国も．配附塁元や内部留保の栢み附しに

偏る企業行動を賃上げや人的・物l1り投資に変

えていく供給サイドの改革しの必要性がいわれて

おり，米国の税制でどう変わるのか注l1だ。
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